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産業化論の再検討

一 環境問題の社会理論のための予備的考察 一

平 岡 義 和*
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要

近年地球規模の問題となっている環境問題を解決するためには、長期的に考えると、現在の産業化

システムの転換をはか らなければならない。こうした課題を扱うには、マクロ的な環境問題の社会理

論を構築する必要がある。そこで、本稿では、そのための予備的作業として、産業化論の再検討をお

こなう。

従来の産業化論では、主として生産の側面に焦点があてられ、生産の拡大と相即的にすすむ大衆消

費の普及、また生産と消費を媒介する資本主義的市場と、その担い手である企業組織について、十分

な考察がなされていない。さらに、地域の歴史的、地理的特性を拾象 した理論構成がなされている。

産業化論のこのような欠を理めるには、国際的な企業行動とそれに基づ く世界システムの変容を視野

におさめた理論が求め られる。そうした理論的立場か らすると、最近のアジアにおける急速な企業の

移転は、産業主義的意識の定着を妨げ、消費欲求の肥大化をともなう拝金主義的意識を増大させ、環

境問題の加速度的悪化をもた らす危険性を高めていると考えられる。

1.課 題 の設定

現在、地球上ではさまざまな環境問題が噴出 しており、その解決が21世 紀にかけての最重要

課題の1っ であることは、明らかである。そのため、社会科学においても、経済学、法学など

様hな 分野でこの問題が取り上げられるようになってきた。社会学も、その例外ではない。近

年、日本でも環境社会学的研究が増加 してきているのはその証左である1)。それ らの研究は、

社会学の現状を反映 して多彩なアプローチをとっているが、全体として、実証研究を踏まえた

いわゆる中範囲の理論への志向性が強い。
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こうした志向性は、基本的には正 しい。というのは、一口に環境問題といっても内容的にか

なり多様で、地域 ごとの発現状況の差異が大きい0方 で、環境社会学的な研究はまだ初にっい

たばか りだからである。 したがって、当面は実証研究によって知見を蓄積 していく作業の必要

性は高い。

しか しなが ら、近年 「サステイナブル ・ディベロップメン ト(sustainabledevelopment)」2)

という概念がさかんに取 り上げられることに示されるように、長期的には現在の社会システム

を、環境的な負荷が少ないものへと根底的に転換することが求め られているように思われる。

こうしたマクロな問題を考える場合、社会学的な観点からすれば、産業化をもたらした社会シ

ステムのどこに問題があるのか、再検討するのも1つ の方法である。というのは、現代的な環

境問題の多 くは、産業革命を始発とする産業化の世界的波及がもた らしたものとみなす ことが

できるか らである。

ところが、産業化が生起するための要因とその帰結に焦点をあてて展開されてきた従来の社

会学的産業化論3)をみるに、こうした課題を考察するためには、不十分な点が多いように思わ

れる。そこで、本稿では、産業化をどのようにとらえるべきか、既存の産業化論を再検討しっ

っ、環境問題を考える上での示唆を導きだ したい。 しか しながら、課題 自体、非常に大きい。

したが って、ここで展開されるのは、かなりおおまかなスケ ッチにすぎないことをおことわり

してお く。

II.産 業化 と資本主義4)

さて、産業化とはなんだろうか。ここでは、ムーア(1963=1968:114)の 定義にほぼ依拠

して、人力、畜力以外の動力源を用いた機械による工業生産様式の普及と考えることにしよう。

こうした意味での産業化が、イギリスにおける産業革命を始発点として世界に波及 していき、

世界全体の生産能力の拡大、経済成長がそれ以前と比較にならない速さで進行 したのは歴史的

事実である。こうした産業化は資本主義経済ないしは市場経済の拡大と相即的に展開してきた。

もちろん、社会主義的な産業化というのも存在 している。だが、近年の社会主義体制の崩壊、

転換という事態をみる限り、計画経済という意味での社会主義は、1世 紀にも満たない期間存

在 した特殊な経済体制であり、ウォーラーステイン(1983=1985:159-160)の いうように資

本主義に寄生したものだと考えてもよいだろう。 したがって、近代的な産業化は、基本的に資

本主義的な産業化だとみなすべきである。

ところが、0般 に産業化論においては、資本主義という要素を軽視 した立論がなされている

ように思われる。前述 したような産業化の概念は、資本主義の概念を内包 したものではない。

また、資本主義の普及を産業化の原因ないしは帰結とみなしているわけでもない。だが、産業

化による大量生産の可能性は、モノ ・サーヴィスを商品として流通させる市場経済の領域的、

地域的な拡大がともなわなければ、現実化 しないはずである。っまり、資本主義を前提に しな

い限り、産業化はありえないのである。とすれば、産業化論は、当然流通様式としての資本主

義にっいての議論を含み込む形で再構成されなければならない。

また、資本主義論を欠落させた産業化認識は、環境問題にっいて考える場合、問題が多い。

産業化を動力機関と機械を使用 した生産様式の普及という側面に限定 してとらえ、それが環境

問題の元凶だとみなすならば、考えられる解は2っ である。1っ は、そうした生産様式の技術

的改良という技術主義的対策であり、もう1っ はその縮小、廃棄という産業化 自体の否定であ

る。前者はあまりに楽観的であり、後者はのちほど触れるように実現がむずか しい。だが、産
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業化を推進 した生産様式が資本主義をはじめとす る他の要因との連関の中で存在 しているなら

ば、そう した要因を統制 しっっ環境問題を解決 していく代替的な方策をもとめうる可能性があ

る。 この点からも、産業化論の再構成が必要なのである。

さて、ポランニー(1957=1975)を はじめとす る経済人類学の研究が明らかに しているよう

に、利潤獲得へ志向した活動という意味での資本主義5)は、産業化以前から存在 していた。ポ

ランニー一(1957=1975:75ff.)に よれば、こうした意味での資本主義は、基本的に共同体の

外部との交易に起源をもっ。それは、生活必需品の供給をになう地域(局 地的)市 場とは、本

質的に異なるものである。

地域市場においては、生産者と消費者は、同0の 共同体に属 しており、共同体内部では、全

体として何 らかの互酬性が成 り立っているとみなしうる。そ して、その取引は共同体の伝統に

のっとった慣習的なルールに基づいてなされる。そのルールは、単に交換を規制するだけでな

く、生産及び消費をも規制するものだと考えられる。近年注目されているコモンズというのも、

資源の枯渇を防 ぐために生産、消費を抑制する自生的なルールに基づ く共同体的な経済のあり

かたにほかならない(多 辺田、1995)。

これに対 して、資本主義は交換による利潤の取得自体を目的とした行為様式である。それに

対 して、過剰性を抑制する共同体的なルールは栓楷となる。そこで、共同体的規制の及ばない

共同体の外部で成立する。そのため、規範的な抑制がきかず、無限に増進 していく可能性を秘

めている。

そもそも、共同体的規制は、単なる成員間の合意によって成 り立っているルールではない。

その背後には、共同体自体の存立を保証するような存在が前提とされている。また、その成員

になるにはなんらかのイニシエーシ ョンをともなうことが多い。とすれば、共同体のルールを

破ることは、単に他の成員に対する違約というより、共同体全体、そして背後の存在に対する

裏切 りである。 したがって、場合によっては、成員資格の停止、追放 といった事態にたちいた

るのである。従来共同体に依存 した生活を営んできた人間が、そこから切 り離されるというこ

とは、生活の破綻、極端な場合は生命の危機を意味する。それゆえ、共同体的な規制の成員に

対する拘束力は非常に強いと考えなければならない。

これに対 して、共同体を越えたところで成 り立っ資本主義的な取引を規制す る自生的なルー

ルは存在 しない。そのため、取引を保証するルールを人為的にっ くらなければならない。それ

が、法であり、その制定 ・執行をっかさどるのが、政府である。

だが、法にしろ、それをっかさどる政府にしろ、その正統性は、共同体規範のように、聖な

るもの、根源的なものによって付与されているわけではない。それは、極端にいえば、規制を

受ける主体の内面的なモラルと、執行者の強制力に依存 している。 しかし、聖 なるものへの恐

れと結びっいていないモラルは脆弱である。また、共同体のように範域が限られていないため、

執行者が全ての行動を監視できるわけがない。さらに、法は、概括的な規定であり、全ての行

動を規制できるほど網羅的ではない。そのため、交通法規に対する違反に端的に示されている

ように、法自体が、 「みっか らなければよい」という意識を生み出しやすい。結局、原理的に、

法は、共同体規範のような拘束力をもちえないのである。

このことは、法制度が、資本主義下で私的な利潤獲得のために他者に対 して加害行為がおこ

なわれる可能性を排除できないことを意味する。ましてや、概括的な法の境界部分に大きな利

潤が存在するとすれば、常にあらたな領域で問題が生 じる危険性は高い。これは、経済学的に

いえば、市場が成立 していない外部経済の利用ということであり(宮 沢、1985:94ff.)、 環

境問題も、こうした法の外部における加害問題の1っ だといってよい。そして、法規制には常
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に境界が存在する以上、結局、法の境界領域の存在→そこにっけこんだ経済行為による被害→

それを取り締まる法の制定→新たな境界領域での問題の発生、といった循環が無限に続 くこと

になる。っまり、資本主義を制御するためには常に法的規制の整備が不可欠であり、それをっ

かさどる政府がなければ安定的には存在 しえないというわけである6)。

こうした共同体規範と法規制の対比は、近年環境問題の解決手段の1っ として考えられてい

るコモンズの復権(多 辺田、1995)の 実現可能性に対する疑問を提起する。先述 したように、

共同体規範は、背後に存在す ると考えられている聖なるものによって正統性を付与されている

ため、成員に対 して強固な拘束力をもっ。従来のコモンズはこうした規範に支えられて維持さ

れてきたのに対 して、再建されるコモンズは、法制度ないしは成員間の合意に依拠せざるをえ

ない。 したがって、その正統性の弱さゆえ、成員の資本主義的利害によって違反行為が生 じや

すい。いわゆる 「コモ ンズの悲劇」(Hardin,1968)は 、こうした資本主義的状況下におけ

る人為的コモ ンズにおいてより起きやすい事態である7)。結局、コモンズを正統化する聖なる

ものの復権はむずか しい以上、コモンズの再生は局所的なものにとどまり、環境問題を解決す

る決め手にはなりにくいであろう。もちろん、こう述べたか らといって、コモンズ的な営みの

対抗的意義を否定するわけではない。

さて、先に述べたように、資本主義は、共同体の外部での交易に起源をもっため、本質的に

国境といった人為的な境界を越えてはるかかなたまでひろが っていく性質を有 している。歴史

的には、遠隔地貿易がそれを示 しているが、その近代的な姿がいわゆる 「資本主義世界経済」

(Wallerstein,1979=1987)で ある。 こうした越境性は、近代国家システムとある意味で矛

盾する。それは、資本主義の国際性と、規制する法制度の個別国家性 との矛盾である。国家に

よる法規制の差異が、国家ごとに利潤の獲得可能性に違いをもたらす とすれば、利潤を求める

主体が、法規制の差異を利用 した移動や取引を活発化するのは当然である。そうした行動は、

法規制のゆるい国の国民に被害をもた らす危険が高い(Michalowski&Kramer,1987)。

近年の環境問題の世界的拡散は、そのあらわれであり、情報 ・通信手段、交通機関の発達が、

それを加速 している。

また、資本主義において、利潤は、モノの供給と需要とを媒介することによって生まれる。

成員の斉一性の高い共同体内部での取引とは異なり、共同体を越えたところで、その供給者と

需要者が同時に存在 し、商品となりうるようなモノを発見す るのは決 して容易ではない。経済

学が仮定する完全情報 という状況はありえず、需要と供給のミスマ ッチが常に発生 しうる。そ

れゆえ、資本主義的行動は常に リスクをは らむ。逆にいえば、供給が過小である商品を見っけ

れば、莫大な利潤を手に入れることができる。っまり、資本主義は本質的に投機的なのである。

しかも、いったん取引が成立するようになると、競争者が参入 してくるため、供給過多とな

り、利潤率は低下する。そこで、より安価な商品の生産 ・入手、ないしは新たな需要の開拓が

必要になる。だが、いずれは生産 ・入手価格の下限に行 き着くし、その商品に対す る需要は飽

和す る。そこで、新たな利潤源となる商品の探索が始まる。このように、資本主義的な利潤追

求活動は、シュンペーター(1926=1977)の 企業者活動の概念に示されるように、永続的な探

索なのである。

こうした探索的、投機的な資本主義のいかがわしさは、資本主義が始発 しはじめた地域、ま

た先端的な領域において最もよく発現する。急速に資本主義化 している社会主義国家、中国、

ベ トナムなどにおける飲食物、小物を商う小商人の大量発生は、前者の例である。後者として

は、近年商品と化 した通貨を利潤獲得の手段 としている為替市場をあげることができる。この

ような領域では、法的規制の整備が遅れ、先にも述べたように、他者への加害が起こる危険性
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が高いといえよう。

以上述べてきたように、産業化は、共同体的規制の制約を離れた資本主義的活動と結びっ く

ことによって、急速に展開することとなった。それゆえ、その活動を制御す る人為的な法制度

の整備がなければ、その加速度的拡大は種hの 問題を引き起 しやすい。 しか し、資本主義の本

性ともいうべきあくなき利潤追求は常に法の境界の外へと向か っていく。そこに、環境問題を

は じめとする経済活動に起因する今 日的社会問題の本源的な原因があるのである。

III.産 業化 と大衆消費

さて、産業化は、大量生産を可能にする。 しか しながら、大量生産は、それに見合う大量消

費がなければ、存在 しえない。ところが、地域市場は、自給、互酬的交換、再配分などを補完

するものとして営まれている市場であり、余剰物の相対取引という性格が強 く、共同体内部で

完結 している。 しかも、共同体的な経済は、生産と消費を自生的にバランスさせる規範によっ

て規制されてお り、消費の過剰化に対 して抑制的に働 く。こうした抑制的な規範のもとでは、

大量消費は不可能である。 したがって、共同体的規範の弛緩、ないしは共同体の解体によって、

大量生産された製品を取 り入れた生活様式が普及 しなければ、産業化は進まない。とすれば、

この面でも、産業化は、共同体を越えた取引としての資本主義と容易に結びっ く。また、産業

化による生産力の拡大は、単0の 共同体の消費量をはるかに上回る。 したが って、産業化は、

共同体を越えて需要と供給を媒介す る資本主義的市場のある程度の発達と、それにともなう商

品に依存 した生活様式の普及と必然的に結びっいているのである。事実、最近の歴史学におい

ては、国内に綿製品などに対す る資本主義的市場が広範に成立 していたか ら、イギリスにおい

て産業革命が生起 したというのが定説となっている(長 岡他編、1992:43-44)。

この産業革命によって、供給と需要の媒介を本質とす る資本主義が、大量生産を可能とする

産業化と結びっいたとき、需要の創造が必然化 した。生産量に見合った需要をっ くりださなけ

れば、産業化は行き詰まるか らである。初期的になされたのは、空間的な需要の開拓、資本主

義的経済の地域的拡大、いわゆる帝国主義である。

しか しながら、空間的な需要の開拓だけが進行 したわけではない。産業化の深化は、多くの

人々を労働者化 し、彼 らが消費の主体 として立ち現れるように した。いわゆる大衆消費が産業

化に並行 して拡大することによって、巨大な需要を生み出すようになったのである。 こうした

大量生産と大量消費が リンクした資本主義的な経済のありかたが、レギュラシオン理論(山 田:

1991)の いう 「フォーディズム」にほかならない。

では、なぜこうした大量消費的な生活様式が急速に普及 していったのだろうか。それは、ア

イデンティティの問題と関係するように思われる8)。

共同体の内部においては、 自己のアイデンテ ィティは、たとえば成人になるイニシエーシ ョ

ンを受けたという事実によって保証され るというように、共同体規範と成員全体の承認によっ

て裏付けられている。ところが、その共同体規範の弛緩は、アイデンティティの危機をもたら

す。その危機にさらされたアイデンティティを確証するのが他人と同様のモノを消費す るとい

う生活様式である。他者と同一の生活様式を採用することが、それらの人々と同じ社会に属 し

ているというアイデンティティを保証 してくれるのである。

このように考えれば、なぜ大衆消費的な生活様式がアメリカでは じまったのか、説明できる

(佐伯、1993:第5章)。 アメリカは、建国当初か ら多様な移民による人為的で、異質性の高

い社会であった。コミュニティす らも、自生的なものというより、っくりだ していくものであ



230 奈 良 大 学 紀 要 第24号

る。そのため、 自らがその社会のメンバーであることを常に証 ししていかなければならない。

社会の成員であることを証 しす る最も容易な手段、それが大衆消費的な生活様式の模倣だった

のである。

大衆消費がアイデンティティ確認の手段だとすれば、それは必然的に昂進的である。共同体

的なアイデンティティは、静態的な共同体的規範に依拠 しているがゆえに、安定 している。こ

れに対 し、資本主義のもとでは、常に新 しい商品が登場 していくため、アイデンティティを保

証する手段となるモノは次 々とかわっていく。ひとは、自らアイデンティティを確証するため

に、いっも次なる商品を消費 していかなければならず、常に不安定な状態にいることになる。

これが、現代人の不安の源泉の一つである。それは、単なるモノへの欲望というより、 「何か

が足りない」というような欠乏感とでも表現すべき意識なのである。

それゆえ、こうした消費欲求を抑制することはむずかしい。コモンズの再興の困難性にっい

て論 じた際に明らかにしたように、共同体を自生的に作 り出すのは容易ではない。内面的なモ

ラルで消費を抑制できる人はわずかであり、結局何 らかの法的規制に頼るしかないが、消費に

かわるアイデンティティ確認の手段がみいだ しうるのか、市民的自由の抑圧にならないか、考

えねばならない問題は多いのである。

これは、内面的なモラルによって過剰消費を抑制 し、環境問題を解決 していくというのが困

難であることをも意味する。とりわけ、資本主義経済に急速に巻き込まれ、共同体規範が崩壊

しっっある途上国においては、メデ ィアによる商品情報が辺境の地までゆきわたるようになっ

ている。その変化の急激さゆえに、欠乏感は先進国の人々とは比べものにならないほど強い。

それは、モノを手に入れるための拝金主義的行動を大量に生み出す。こうした途上国の人々の

消費欲求を抑制するのは無理である。とすれば、途上国の人々の消費欲求を抑えて、その経済

成長の速度をゆるめ、環境問題の激化をおさえるという方法は、公平という観点から問題であ

るだけでなく、非現実的だといわざるをえない。

こうした消費という視点からの産業化の考察は、従来の産業化論では、比較的等閑視されて

いたものである。 しか し、これまでの議論で、産業化に対 して消費の果たす役割の重要性は明

らかであろう。そうであるならば、産業化にっいて考える場合、マクロな構造、制度 レベルだ

けでなく、意識、態度といったミクロレベルの問題を無視す るわけにはいかないことになる。

この点にっいて、章をあらためて論 じることにしよう。

IV.自 明性の変容

戦後の高度経済成長は、日本社会にとって未曾有の大変動であったことはまちがいがない。

それは、生活という点においても大転換であった。特に庶民の家庭においては、明治期から高

度経済成長期までの生活風景の変化の緩やかさに比べて、それ以降の変化の激 しさはすさま じ

いものがある9)。ところが、その変化に対 して大部分の人々は適応 してきたのであった。そ し

て、数十年前には考えられないような生活を当り前のものとして受け入れており、以前の生活

に戻ることはできないと感 じている。

こうした事実は、次のようなことを示 している。たとえば、テ レビを買うというような決断

は意識的なものだ ったとしても、それをいったん生活のなかに取り入れた後の変化はなし崩 し

的なものであり、いつのまにか新 しい生活のスタイルが当り前のものになっている、自明化 し

ているということである。逆にいえば、こうした当り前という意識をもてない、自明化されな

い変化は、生活の中に定着 しないだろうということである。そう考えるならば、大衆消費的な
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生活様式は、細部においては異なるにせよ、世界的に伝播 しているという点で、きわめて自明

化 しやすいものであったと考え られる。

こうした当り前であること、自明であることは、日頃の生活では意識されておらず、それが

阻害されたときなどには じめて意識にのぼるのであり、非常に言語化 しにくい。そのためか、

現象学的社会学、エスノメソ トロジーなどの意味学派と呼ばれる立場の人々を除いて、マクロ

な変動を考える場合に、最近 まで比較的軽視されてきたように思われる。だが、マクロな社会

変動も、こうした ミクロレベルの自明化が相即的に進行 しなければ、安定的には進みえないだ

ろう。とすれば、マクロな社会学的変動理論は、 ミクロな自明化の理論を取 り込まなければな

らないのである。

こうした意味で注 目されるのは、ギデ ンズ(1979=1989,61ff.)の 「実践的意識」の概念

であり、それを組み込んだ構造化理論である。 しか し、ギデンズは、なぜある変化が 自明なも

のになっていくかという点にっいて十分な議論を展開 していないように思われる。この点にっ

いて説明する論理がなければ、特定の社会変動の定着可能性を明らかにすることはできないで

あろう。

ところで、産業化論の中にも、ミクロレベルの意識、態度変容が必要だという議論は存在す

る。だが、取り上げられたのは、消費に関わ る意識ではなく、企業家、労働者の生産 ・労働に

関する意識である(Moore,1963=1968:119-120)。 新たに事業を始め、工業的生産を続け

ていくために企業家と労働者に必要ないくっかのパーソナ リティ、革新的な企業家精神、経済

合理的 ・計画的な必性、達成志向性、規律性などである。

しかしながら、西欧の産業化の歴史をみると、こうした意識や態度は、容易に定着 したとは

思われない。とりわけ、労働者は、工場的な規律に抵抗 し続けた。そのためにこそ、学校での

規律の植え付けや様hな 労務管理の手法が必要だったのである(桜 井、1984)。

また、旧社会主義国家では、 「社会主義的心性」(socialistmentality;Sztompka,1994:

243-249)と でも呼ぶべき意識が、資本主義的産業化を進める上での栓楷になっているといわ

れる。それは、社会主義体制のもとで、業績の優劣にかかわりなく職と一定の所得が平等に保

証されていたため、より少なく働くことが合理的になり、仕事への意欲や規律性の欠如が当然

のこととなったものである10)。また、計画経済であるがゆえに、上位機関で決定された生産命

令に対する従順さが重視され、自ら責任をもって計画的に生産をおこなうという意識は希薄で

ある。そのため、社会主義社会は計画経済であったはずにもかかわ らず、産業化に不可欠な経

済合理的 ・計画的な心性が十分に浸透 しているとはいいがたい。

その一一方で、急速な資本主義化の中で、拝金主義とでも評すべき意識が蔓延 している。消費

欲求が昂進するとともに、それを満たすための営利意欲が高まっている。だが、継続的に経済

活動を営むための計画性、規律性はあまり育っていないのである。

こうした西欧社会と社会主義社会の産業化に関する知見は、以下のような考察を導く。すな

わち、大衆消費を追求する消費主義的意識、利潤を追求す る資本主義的意識は急速に普及する

のに比して、生産を組織化する産業主義的意識が定着するには時間がかかるということである。

こうした意識 レベルの不均等発展は、短期的な利潤追求を指向 した経済行動を大量に生み出す。

これが、現在の社会主義国家の急速な資本主義化に感 じられ るある種のいかがわ しさの原因で

はないかと思われる。

こうしてみてくると、産業化を継続的に進めるには、短期的な利潤追求を抑制 し、長期的視

野のもとで生産を組織化 していく主体、そしてそれを制御 していく主体が必要だと考えられる。

それが、企業と国家である。
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V.産 業化における国家と企業の役割

国家が産業化を押 し進めるにあた って重要な役割を果たすということは、産業化論において

も強調されてきた。とりわけ、上述 した産業主義的意識の形成という点に関 して、学校教育の

整備などに果たす国家の役割が重要視されていた。 しかも、後発国ほどその必要性が高いとさ

れてきた(Moore,1963=1968:135-136)。 この点に、異存はない。

しかし、産業化論で見落とされているのは、産業化の帰結としての大量生産に見合うだけの

需要を開拓することに対する国家の役割である。先に述べたように、産業化以前にすでにイギ

リスでは資本主義的な国内市場が形成されていたが、統0的 な国内市場が成立するにあた って

は、交通網の整備などの国家的な政策が大きく寄与 したとされている。また、西欧諸国は、保

護主義的な関税政策によって国内市場への他国の製品の流入を防ぎ、国内産業の市場を確保 し

たのである。そ して、帝国主義的な植民地分割は、西欧列強による国家的軍事力による市場分

割にほかならなかった(長 岡他編、1992)。

さらに、先に述べた 「フォーディズム」は、大量生産と国内の大衆消費とを結びっける経済

様式であり、国家的な調整様式でもある。これが、ケインズによる有効需要の理論化とともに

戦後の経済政策の柱となっていったのであった。

このように、国家は産業化を進めるのに重要な役割を果たしているが、企業の果たす役割も

無視 しえないはずである。しかしながら、産業化論では、その国家的な政策指向ゆえか、企業

に関する考察はあまりみ られない。

だが、産業化において、組織としての企業は、二重の意味で不可欠である。第1に 、企業は、

生産のために大量の資金を集めなければならない。前産業化段階においては、利潤獲得のため

の生産に必要な資金量は、わずかであった(村 上、1992:301)。 ところが、産業化以降、機

械設備の巨大化、R&D部 門の不可欠性ゆえ、必要 とされる資金量は増大の一途をたどってき

た。 したが って、巨大な資金を調達 し、それを回転させていく継続的な組織形態、株式会社組

織を中心とする会社組織が生まれたのである。

第2に 、この生産と資金回転の継続性ゆえに、企業は長期的に人を雇用 し、彼らの熟練度を

高め、その活動を時間的、空間的に調整 していかなければならない。まず、企業の運営、機械

の運転という点において、経験を経ることによって獲得されるノウハウ的な技能、熟練といっ

たものがなければ、企業は継続的に活動 していくことができない(猪 木、1993)。 フォー ドの

とった高賃金政策、いわゆる日本的経営は、いずれも企業のコアとなるような労働者を定着さ

せるための手段だった。また、企業の活動が地理的にも国境を越え、時間的に永続性が高まる

にっれ、確保 した労働者の活動をいかに組織化 して効率的な経営を実現していくかが、機械な

ど固定資本が増大 した企業の存亡の鍵を握るようになった(Giddens,1987:ch.6)。

こうした二重の意味での企業組織の必要性が、産業化の成否を左右す る。ところが、産業化

論において、第2の 面にっいては、産業主義的態度の育成という問題 との関連で言及されるも

のの、第1の 面にっいては十分議論が展開されていないように思われ る。 しか し、途上国にお

いて、外資導入に抑制的な輸入代替戦略が失敗に帰 し、外資導入に積極的な輸出加工型戦略へ

と転換 したのは、1っ にはこの資本形成の問題が関係 していた。そして、近年のASEAN、

中国地域の急激な経済成長は、日本、NIESな どの積極的な直接投資を抜きにしては考えら

れない(渡 辺他、1991:172ff.)。 それゆえ、産業化論においては、資本の動向が産業化の成

否に影響を及ぼすという点で、産業化の担い手たる企業行動の分析を欠かすわけにはいかない

のである。
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企業論の欠落ということは、一国主義的性格の強い産業化論に対す るアンチテーゼとして登

場 した従属理論、そしてその発展形とでもいうべきウォーラーステインの世界システム論にっ

いても部分的に妥当す る(恒 川、1988:52)。 従属理論は、中心と周辺からなる世界システム

のあり方と国内の社会構造との連関か ら、途上国の低発展を説明するものである。そ して、世

界システム論は、中核、準周辺、周辺の3層 からなる世界システムが、経済の波動に合わせて

内的な再編を繰 り返 しながら、その3層 構造を維持 してい く動態を説明したものである。 しか

しなが ら、説明の焦点が3層 構造の維持にあることと、彼自身の主著がまだ現代の部分まで展

開されていないこともあって、多国籍企業の分析が十分におこなわれていないうらみがある。

その世界システムの動態 という点からみても、西欧列強が軍事力を背景に植民地支配を行 っ

ていた帝国主義の時代と、植民地が独立 し、自由貿易体制となった現代とでは、世界システム

の動態をっ くりだす国家と企業の役割には、大きな差異があるはずである。っまり、前者の国

家主導の時代に比べて、通信、交通手段の発展もあって、現代では国家の範囲を越えて活動す

る企業の役割はかなり増大 したと考えられるのである11)。

そこで、0国 の産業化の進展を考えるにあたっては、その国の世界経済システムにおける歴

史的、地理的位置、システムの動態を生み出す国際的な企業活動と、それに対応す る政府の政

策や国内の社会構造との適合性をみていかなければならないであろう。っまり、産業化を推進

するための国家的政策の有効性は、世界経済システム上の位置によって一義的に決まるわけで

はなく、その時点における国際的な企業行動の動向や国内の社会構造との関係で異なってくる

と考えられる。 したが って、初期の産業化論の提示 した画一的な産業化政策は非現実的である

し、逆に文化的な差異の強調も、一面的であるといえよう。

VI.産 業化の コンテ ィンジ エンシー理論

上述 した考え方は、産業化を、世界経済システム、企業行動、国家政策、社会構造間の適合

性から説明 していこうとするものである。 これを、組織構造と組織環境の適合性か ら組織の成

果を説明す る組織のコンティンジェンシー理論にならって、産業化のコンテ ィンジェンシー理

論と呼ぼう。こうした理論的傾向は、近年の歴史的社会学的研究、開発の社会学的研究におい

ては一一般的になりっっある(Skocpol,1984=1995;Evans&Stephen,1988)。 ただ、そう

した研究においても、企業の果たす役割については十分な議論がなされていないように思われ

る。 ここでは、特に現在のアジア地域に焦点をあてて、企業行動と世界経済システムの変容に

っいて素描 してみよう。

先に、ASEAN、 中国において、日本、NIESか らの直接投資が活発化 したと述べたが、

投資主体は、なにも大企業に限ったわけではない。1985年 の円高以降、日本からアジア地域に

進 出する中小企業 は急速に増加 している。 また、近年では、ASEAN地 域 において、

NIES企 業、 とりわけ韓国企業の存在が 目だっている。統計的にみても、NIES全 体の

ASEAN地 域への海外投資額は、日本を上回るようになっているのである(渡 辺他、1991:

186)o

こうした 日本企業と、NIES企 業の同時並行的なASEAN進 出は、進出先において現地

企業も交えての複雑な企業間の連関をっ くりだす。青木健(1991)は 、マ レ0シ アにおけるそ

うした企業間連関にっいて詳 しく調査 しているが、それによれば、進出したNIES企 業が 日

系企業の下請けに、その下の孫請けには現地企業がなっているというようなケースも多 くある

という。
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これは、日本を中心として、東、東南アジア地域内に複雑な企業間ネ ットワークが成立 して

いることを意味する。 しかも、それは、先進国=工 業製品、途上国・=農産物、原材料といった

古いタイプの国際間の分業ではない。NIES、ASEAN地 域が工業生産の製品基地化 して

いるのであり、工程が複数の国家をまたがって分割される工程別分業、製品の種類にしたがっ

て分化する製品差別化分業が組み合わされた複雑な分業形態を取 り始めているのである。

しかも、こうした地域で生産された製品の輸出先は、欧米だけではない。 日本 自体が、円高

に主導されて、急速にこうした地域の製品の輸出先となっている。このことは、日本の製品輸

入比率が6割 を越えたという事実に反映 している(朝 日新聞、1995年9月18日 付夕刊)。 っま

り、日本企業にとって、アジア地域は、単なる欧米向け輸出のための迂回的な生産基地ではな

くなっているのである。それは、企業ネ ットワークの変容が、単に企業間の関係を変えている

というだけでなく、物流の大幅な変化をもたらしているということでもある。

さらに、この複雑化 した企業ネ ットワークは、固定的なものではなく、地域的な移動もとも

なって、急速に変貌 している。というのは、これ らの地域の急激な経済成長が、労働者の賃金

を急速に押 し上げ、生産 コス トの上昇をもた らしたため、さらなる生産基地の地理的移動が起

こっているか らである。すなわち、たとえば、中国では、沿岸部か ら内陸部へと、またASE

ANで は、タイ、マレーシアから新規加盟 したばか りのベ トナムへと、新規投資のシフ トが生

じているのである。

このような生産拠点の急速な移動は、産業化に不可欠な産業主義の定着に悪影響を及ぼす。

先に述べたように、産業主義的な態度、意識の定着には時間がかかる。ところが、パー トナー

となるべき現地の経営者、そこで働く労働者が十分な経験を積む前に、企業が短期的に移転 し

たり、取引先を変更 していくならば、そうした態度は定着 しにくい。 しかも、相手側が、その

ような機会主義的な行動をとると予測されるならば、当然現地側も短期的な利得を求めて、同

様の機会主義的、投機的な行動をとるのが、合理的だと考えられるわけで、む しろ産業主義的

な意識、態度の定着は妨げられることになる。

とすれば、NIES地 域が成功 したような従来型の外資導入戦略を、それぞれの国が競争的

に続けていくことは、産業主義的な意識、態度を定着させて、持続的な経済成長をとげていく

ためには、マイナスに働 く危険性がある。企業の短期的な移転行動をある程度抑制 し、長期的

な外資導入計画を、一国単位ではなく、国家、地域間で調整 していくような政策協調が望まれ

るのではなかろうか。

もし、こうした推測が正しいとするならば、東、東南アジアという範域に限定 しても、経済

成長のために必要とされる国家的な政策は、比較的短期間に変わ らざるをえないということで

ある。それは、急速な企業の多国籍化にともなうこの地域の世界システム的な位置の変容がも

た らしたものである。このことは、企業行動、世界システム的位置などとの関係で、適合的な

産業化政策が異なってくるという産業化のコンティンジェンシー理論の妥当性を例証 している

と思われる。逆にいえば、初期の産業化論は、一元的な産業化を暗黙のうちに仮定していたと

いう点において、現実的ではなかったと考えられるのである。
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皿.お わ りに

ここまで、いわゆる産業化論にっいて検討を加えてきたが、最後に、それを要約 しっっ、環

境問題を考えるための若干の示唆を付け加えて、終わることにしよう。

従来の産業化論は、生産に偏向 した議論であり、生産の拡大と相即的に進まなければならな

い大衆消費の普及にっいて、十分取り上げてこなかった。また、生産と消費を媒介する資本主

義的な市場のあり方、そして、それを担う企業行動にっいても、あまり検討されてはいない。

しかも、初期的な議論においては、単線的な成長経路 しか仮定されてお らず、地域の歴史的、

地理的特性などはほとんど捨象されてきた。 しか し、企業の多国籍化の進展などによって、世

界経済システムは、常に変化 してきており、それを考慮にいれた産業化政策を取 らなければ、

経済成長は望めない。っまり、産業化は、歴史的、地理的にコンティンジェン トなできごとな

のである。

そ して、近年の東、東南アジア地域にっいて考えてみると、大衆的な消費欲求の肥大化、資

本主義的な利潤追求意欲の普及に比 して、着実に生産を計画し、制御 していく産業主義的な心

性の定着が遅れているように思われる。こうした ミクロな意識 レベルの不均衡は、これらの地

域への爆発的な直接投資の増加による急激 な経済成長がもたらしたものである。 こう した状況

は、拝金主義的ともいうべき短期的な利得を求める機会主義的、投機的な経済活動を蔓延させ

ることになる。それは、この地域の環境問題を取り返 しのつかないぐらいに悪化させ る危険性

をはらんでいる12)。こうした経済行動をいかに制御 していくか、そこにアジアの環境問題の解

決のカギがあると思われる。

付 記

本稿は、1994・5年 度文部省科学研究費(一 般C)に よる研究成果の一部である。

注

1)日 本社会学会の学会誌である 『社会学評論』でも、環境社会学の特集号を組むようになっている。

『社会学評論』45-4,1995,参 照。

2)こ の概念に対 して、立場の違いを反映 した形で様々な訳語があてられているため、ここでは、原語の

まま使った。訳語の問題にっいては、林他(1991:73-78)参 照。

3)社 会学的産業化論を簡潔に整理 したものとして、長谷川(1993)が ある。

4)産 業化と資本主義を区別するという発想は、村上(1992:247ff.)と ギデンズ(1990=1993:75f.)

によっている。ただし、それぞれの概念内容、とりわけ資本主義のそれは、本稿と異なっている。

5)資 本主義とは何かという原理論、概念的問題に立ち入ることは、筆者の能力を越えている。ここでは、

流通ということに焦点をあてるために、佐伯啓思(1993:72)に 近 い定義を採用 している。そのため、

ポランニーの概念とは一致しない。

6)『 大転換』(1957=1975)に おけるポランニーの議論は、このことを例証 している。また、逆説的に

いえば、ババーマス(1981=1987)の い う 「生活世界の植民地化」が、資本主義のもとでは生活世界の

安定のために不可欠だということである。

7)所 有論の立場から同種の議論を展開しているものとして、池田寛二(1995)、 多辺田正弘(1995)が

ある。
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8)本 稿 とは、やや異なるが、ギデンズ(1990=1993:116ff.)も 、産業化とアイデンティティの変容の

関係にっいて論 じている。

9)こ の ことを生活用具の変遷を例に論 じた興味深い論稿として、山口昌伴(1985)が ある。

10)こ う した意識の存在を中国労働者の調査か ら明らかにした研究として、松戸武彦(1991)を 参照。

11)企 業 の役割の変遷と世界システムの変動の関係を論 じたものとして、小井土彰宏(1986)を あげてお

く。

12)本 稿 とは異なる理論的背景からではあるが、企業の機会主義的行動が環境破壊的であることを、中国、

フィリピンにっいて例証 したのが、藤崎(1993)で ある。
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Summary

Thispapertriestore-considertheindustrializationtheories,inordertoconstructasocial

theoryofenvironmentalproblems.

Theindustrializationtheoriesseemtohavepaidlittleattentiontothefollowingfactors

facilitatingtheprocessofindustrialization:(1)diffusionofmassconsumption;(2)capitalistic

activitiesthatconnectproductionandconsumptioncarriedbycorporateorganizations;

(3)historicalandgeographicalpositionoftheareainworldsystem.Itisclaimedthatthese

factorsneedtobeincorporatedtoconstructacontingencytheoryofindustirialization.Such

theorywilldeclarethatfortheindustrializationtosucceed,theconsistencyofnationalpolicies

andworldsystemwhichismadebycorporationsandnationalpolicies,isimportant.




